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１ 外部評価の実施経緯 

和歌山市行政評価委員会（以下「本委員会」という。）は、平成１５年度に設置

され、これまで、①成果や必要性を考慮した、より効率的・効果的な行政運営の推

進、②コスト意識の醸成等、職員の意識改革、③市民の皆様への説明責任の向上を

目的として、外部評価を行ってきた。

また、平成２７年度までは、施策を実現するための具体的な手段である事務事業

を対象とした「事務事業評価」を行い、平成２８年度に評価対象を事務事業の上位

体系である施策に切り替え「施策評価」を試行し、平成２９年度から本格実施して

いる。

２ 総評 

   本年度は、令和２年６月１日付けで和歌山市長から自身が実施するその権限に属

する事務の管理及び執行の状況についての点検及び評価を行うよう、本委員会に対

し諮問があった。

   これを受け、本委員会において、「第５次和歌山市長期総合計画」の全５３施策

のうち、各施策に設定されているまちづくり指標の進捗状況を踏まえ、点検及び評

価が必要であると判断した６施策を選定し、各施策の担当部局とのヒアリングを実

施した。

施策評価の主な目的は、①長期総合計画の進捗管理、②効果的・効率的な施策の

推進であることから、ヒアリングは、【達成度評価】市民にとって、その施策の重

要度及び満足度はどうか。市民が考える重要度と満足度との間に差がないか。その

要因は何が考えられるか。施策の成果指標は目標を達成しているか、実績値は伸び

ているか。目標を達成していなければ何が問題か、その改善策は何か。【役割分担

の妥当性】行政が直接実施しなければいけないサービスならばその理由は何か。市

民等との協働を促進させることによってどのような効果を期待するのか。【事業構

成の適正性】事務事業は施策の成果実現に貢献しているか。施策と事務事業との結

びつきは妥当か。施策の推進に対する貢献度が低く、不要な事業はないか。施策目

的を達成するために、新規事業の創出は必要ないか。【今後の方向性】めざす１０

年後の姿や取組方針で示した状況にどれだけ近づいているか。成果、課題とその要

因は何か。翌年度に残る課題をどのように解消していくのか。といった視点で行い、

施策の進捗状況について点検及び評価を行った。

   この意見書に記載している本委員会の意見は、学識経験者、企業経営者及び公募

市民等がそれぞれの専門性や経験を生かし述べたものであり、これらの意見を今後

の効率的・効果的な行政運営のために役立てていただければ幸いである。

   以下、本年度の外部評価を通して、全体的に感じた事を書き添えたいと思うので

更なる施策の推進に結び付くことを期待したい。
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【全体の視点】

長期総合計画関係の１施策、地方創生関連交付金関係の１プロジェクトを除き、

Ｂ評価であった。各部局共に市民満足度などを基礎資料として、おおむね計画どお

りに実行され、順調に実施されてきたものと考えられる。

   ところで、今回は令和元年度の行政評価を実施したが、来年度からは新型コロナ

ウイルスの影響を大きく受ける行政評価となる。新型コロナウイルスは令和２年２

月ごろから、大きな社会問題、脅威となり、この脅威は今後数年は続くであろう（各

種感染症対策の実施、イベントの延期または中止、インバウンド客の減少、遠隔（イ

ンターネット等）での会議の必要性、など）。今回の評価は、令和元年度の評価な

ので新型コロナウイルスの影響についてはさほど考慮をしていない。令和２年度か

らは様々な分野での施策が大きな影響を受けるものと考えられるが、その意味でも

「令和元年度の評価」は「コロナ禍以前の状態」、つまり「ベースライン資料」と

して重要な基礎資料ともなる。

 特に、下記に述べる「事業の効率性」、「数値目標の明確化」、「（組織間）連携に

よるスケールメリットの追求」の視点は重要である。行政が目指すべき施策の最終

目標は「市民満足度の増加」であり、上位計画と照らし合わせながら、中長期的な

視点を含んだ市民満足度の増加に努められたい。

また、和歌山市は令和元年７月１日に「ＳＤＧｓ（Sustainable Development 
Goals：持続可能な開発目標）未来都市」に選定されていることからも、各施策の
推進にあたっては、ＳＤＧｓの視点を取り入れることが望まれる。

この点を踏まえ、詳細について、以下３点について述べたい。

（１）事業の効率性 

   様々な事業を展開しておられるが、情勢の変化に合わせ事業部門の一部見直しも

必要である。実施後数年が経過し、果たしてその事業が有用な便益を市民に十分に

提供をしているのか、今一度費用対効果について検討を行い精査されたい。特に新

型コロナウイルスの脅威が存在する昨今においては、上位計画そのものにも修正が

必要なケースもある。財政支出が今まで以上にいっそう厳しい状態となるため、事

業見直し等は関連部局と相談しながら、随時実施する必要がある。

（２）目標数値の設定

   どの事業にも共通して言えるが、前提となる目標数値とのギャップ値をベースに、

事業効果が出ていないものについては、事業のやり方などについて見直しを行う必

要があろう。また、目標数値の設定が市民感覚からやや乖離しているとの指摘も一

部の委員からあったが、目標数値を決めるに当たりどのような理論的根拠があるの

か明確にする必要がある。上位計画との関係性や、外的環境の変化などに対し説明

できるように、常に数値に対する説明責任を果たせるように努められたい。
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（３）連携によるスケールメリットの追求

   今回は、各部局間での「連携」の重要性を指摘する委員が多かった。例えば、生

活困窮家庭の児童・生徒に対する学習支援などについては、社会保障部門はもちろ

ん、学校教育部門との密な連携が必要であろう。このように、一つの施策に関して

も部局ごとの情報交換・連携を行うことで切れ目のない支援を行うことが可能とな

ろう。すでに各部局共に連携はされている部門もあるが、これまで以上にこの「連

携」を考慮されたい。

３ 外部評価結果の概要 

（１）長期総合計画関係 

  ① 評価結果（全６施策）

評価区分 所管部評価 外部評価結果

Ａ 順調に進んでいる ２施策 ０施策

Ｂ 進んでいるが改善が必要 ３施策 ５施策

Ｃ あまり進んでいない １施策 １施策

Ｄ 進んでいない ０施策 ０施策

  ② 施策別評価結果

施策
外部評価 内訳

結果 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

１ 農林業の振興 Ｂ ０人 ６人 １人 ０人

２ 水産業の振興 Ｂ ０人 ４人 ２人 ０人

３ 都市景観の形成 Ｃ ０人 １人 ５人 ０人

４ 河川・水路の整備 Ｂ １人 ６人 ０人 ０人

５ 消費生活の向上 Ｂ １人 ５人 ０人 ０人

６ 社会保障制度の充実 Ｂ ０人 ７人 ０人 ０人

  ③ 総括

    ①は、今回外部評価を行った全６施策についての評価結果である。所管部評価

（自己評価）では、「順調に進んでいる」と評価した施策が２施策、「進んでいる

が改善が必要」と評価した施策が３施策、「あまり進んでいない」と評価した施

策が１施策とされていたが、外部評価では、５施策が「進んでいるが改善が必要」、

１施策が「あまり進んでいない」という評価結果となった。

施策ごとの各委員の評価は②の内訳のとおりであり、いずれの施策も「進んで

いるが改善が必要」との評価が最も多く、全体の７４．４％を占めている。一方
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で、「あまり進んでいない」との評価が全体の２０．５％と、２番目に多くなっ

ている。この結果に関しては、評価対象施策の選定にあたり、まちづくり指標の

実績値が低いものを中心に行ったことも影響していると考えられるが、施策にお

ける目標値を達成できていないものの、様々な取組を行うなど、達成に向けた努

力を行っていることが評価された結果であると思われる。今後も目標達成に向け

てより一層の取組を期待したい。

（２）地方創生関連交付金関係 

① 経緯

    国は、地方創生を推進する地方公共団体の取組を支援するため、平成２８年度

より、地方版総合戦略に基づく自主的・主体的で先導的な事業の推進に対して交

付金を交付している。そして、交付対象となるプロジェクトに対しては、具体的

な重要業績評価指標（ＫＰＩ）を設定し、外部有識者による意見聴取も含め効果

検証を行うことを求めている。

    その効果検証にあたっては、本委員会の委員が、学識経験者、企業経営者など

多様な分野の有識者及び公募市民等で構成されており、外部有識者で構成する検

証組織を新たに設置するよりも効率的であると考えられることから、昨年度に引

き続き本委員会において評価を実施することとした。今年度においては、令和元

年度に実施した地方創生推進交付金による計５プロジェクトを対象に実施した。

  ② 評価結果（全５プロジェクト）

評価区分
進行管理

担当部署評価
外部評価結果

Ａ
総合戦略のＫＰＩ達成に有効であ

った
２施策 ０施策

Ｂ
総合戦略のＫＰＩ達成にある程度

有効であった
３施策 ４施策

Ｃ
総合戦略のＫＰＩ達成にあまり有

効でなかった
０施策 １施策

Ｄ
総合戦略のＫＰＩ達成に有効でな

かった
０施策 ０施策
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  ③ プロジェクト別評価結果

プロジェクト
外部評価 内訳

結果 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

１

≪地方創生推進交付金≫

ご当地鉄道でつなぐ広域観光プロ

ジェクト

Ｂ ０人 ８人 １人 ０人

２

≪地方創生推進交付金≫

まちなかへの大学誘致を核とした

コンパクトシティへの取組

Ｂ ０人 ８人 １人 ０人

３
≪地方創生推進交付金≫

国際戦略の推進による産業振興
Ｂ ０人 ８人 １人 ０人

４

≪地方創生推進交付金≫

加太・和歌の浦の活性化による移

住促進プロジェクト

Ｃ ０人 ４人 ５人 ０人

５

≪地方創生推進交付金≫

和歌山城の魅力を生かしたまちの

活性化プロジェクト

Ｂ ０人 ９人 ０人 ０人

④ 総括

    ②は、今回外部評価を行った５プロジェクトについての評価結果である。進行

管理担当部署評価（自己評価）では、「総合戦略のＫＰＩ達成に有効であった」

と評価したプロジェクトが２つ、「総合戦略のＫＰＩ達成にある程度有効であっ

た」と評価したプロジェクトが３つとされていたが、外部評価では、「総合戦略

のＫＰＩ達成にある程度有効であった」と評価したプロジェクトが４つ、「総合

戦略のＫＰＩ達成にあまり有効でなかった」と評価したプロジェクトが１つとい

う評価結果となった。プロジェクトごとの各委員の評価は③の内訳のとおりであ

り、いずれのプロジェクトも「総合戦略のＫＰＩ達成にある程度有効であった」

との評価が多く、全体の８２．２％を占めている。この結果に関しては、各プロ

ジェクトについて、ＫＰＩの実績値やその事業内容から勘案して、一定程度の成

果は認められるものの、観光やまちづくりなど、中長期的な視点で継続的に取り

組む必要があることから、自立性や継続性の観点からのプロジェクトの充実・深

化を期待した上での各委員の評価であると考えられる。加えて、これまでの整備

により実施される各事業の採算性やサービスの質の確保を重視し取り組んでい

くことが重要である。また、「総合戦略のＫＰＩ達成にあまり有効でなかった」

と評価されているプロジェクトもあるため、各プロジェクトに対する委員会意見

を踏まえ、必要に応じて見直し・改善を行い、各プロジェクトの全体のまとまり

をよく整理しながら、地方創生の推進に向けて、さらなる充実を図っていただき

たい。
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長期総合計画関係 

＜施策評価シート等＞ 
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No. 分野別目標 政策 施策 主な担当部 担当委員 所管部評価 外部評価結果 ﾍﾟｰｼﾞ

Ｂ Ｂ

進んでいるが
改善が必要

進んでいるが
改善が必要

Ｂ Ｂ

進んでいるが
改善が必要

進んでいるが
改善が必要

C C

あまり進んでい
ない

あまり進んでい
ない

Ａ Ｂ

順調に進んで
いる

進んでいるが
改善が必要

Ａ Ｂ

順調に進んで
いる

進んでいるが
改善が必要

Ｂ Ｂ

進んでいるが
改善が必要

進んでいるが
改善が必要

対象施策一覧

農林業の振興 農林水産部

足立委員長
小山副委員長
池田委員
浦田委員
岡田委員
奥委員
中村委員

9

33

1

2

安定した雇用を生
み出す産業が元気
なまち

安定した雇用を生
み出す産業が元気
なまち

農林水産業の活性
化

農林水産業の活性
化

足立委員長
小山副委員長
池田委員
浦田委員
岡田委員
奥委員
中村委員

水産業の振興 農林水産部

3
住みたいと選ばれ
る魅力があふれる
まち

4

5

6

誰もが安心して住
み続けられる持続
可能なまち

誰もが安心して住
み続けられる持続
可能なまち

誰もが安心して住
み続けられる持続
可能なまち

魅力ある都市景観
の創出

都市景観の形
成

都市計画部

小山副委員長
池田委員
浦田委員
奥委員
下村委員
中村委員

小山副委員長
池田委員
浦田委員
岡田委員
奥委員
中村委員

49

79

小山副委員長
池田委員
浦田委員
岡田委員
奥委員
下村委員
中村委員

※各施策評価シートに添付している「事務事業チェックシート」については、施策に含まれる事務事業の中か
ら、施策の取組方針ごとにその主軸となる事業や所管部において重点化すべきと考える事業等を選定したも
のとなっています。

安全で安心な市民
生活の確保

消費生活の向
上

市民部

小山副委員長
池田委員
浦田委員
岡田委員
奥委員
中村委員

71

豊かな暮らしを支え
る住環境の整備

河川・水路の整
備

道路河川部 57

将来に向かって希
望の持てる福祉社
会の形成

社会保障制度
の充実

保険医療部
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農林業の振興

農林水産部 
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＜１　基本情報＞

1

3

1

＜２ 市民満足度の状況＞

重要度 4.08 重要度 4.18 重要度 4.05 重要度 - 重要度 -

満足度 2.73 満足度 2.81 満足度 2.71 満足度 - 満足度 -
ギャップ値 1.35 ギャップ値 1.37 ギャップ値 1.34 ギャップ値 - ギャップ値 -

＜３　まちづくり指標＞
実績値 実績値 実績値 実績値 実績値

値 年度 H29年度 H30年度 H31年度 R2年度 R3年度 値 年度

1 千万円

609
（旧:745 ※産
出額の計算方法
の変更により修

正)

H27
(H26実績)

674
(H28実績)

695
(H29実績)

603
(H30実績)

- -

609
（旧:745 ※産
出額の計算方法
の変更により修

正)

R8

＜４　施策を構成する取組方針の状況＞

No. 単位 目標・実績 H29年度 H30年度 H31年度 R2年度 R3年度

目標 316 318 320 323 325

実績 267 241 174 - -

目標 16.67 17.50 18.33 19.17 20.00

実績 15.41 14.83 15.80 - -

目標 609 609 609 609 609

実績 674 695 603 - -

目標 36.1 36.1 36.1 36.1 36.1

実績 36.1 36.1 36.1 - -

目標 1 1 1 2 2

実績 0 0 1 - -

1

2

3

4

5

令和２年度　施策評価シート

施策名 農林業の振興
体系番号（３ケタ） 131

二次評価の有無

分野別目標 安定した雇用を生み出す産業が元気なまち

政策 農林水産業の活性化

施策 農林業の振興

外部

所管部（主となる部） 農林水産部 関連部 産業部、農業委員会事務局

めざす10年後の姿 農林業が魅力ある産業になり、農業所得の向上が図られ、農林業経営が安定しているとともに、農地の保全が図られている。

まちづくりの他の主体 市民 事業者

農業産出額

目標値設定の考え方

農業者人口が減少する中、現状維持をめざす。

取組方針 取組の成果を表す主な指標

R3年度

No. まちづくり指標 単位
基準値 目標値

市民満足度項目
(市政世論調査)

地域産業（商工業・農林
水産業）の発展

H29年度 H30年度 H31年度 R2年度

3 豊かな産地の育成 農業産出額 千万円

4 農業と環境の共生 中山間地域の農地保全面積 ha

1 担い手の育成・確保 認定農業者数 人

2 農地の保全と生産基盤の充実 担い手への集積率 ％

＜５　施策の分析と課題＞ 施策の分析内容及び問題点の整理

市民満足度
の分析

※＜２＞関係

市民の地域産業振興への期待は大きいものがあるが、農業については、統計調査の推移をみると農家数、耕地面積とも減少
が続いているとともに、林業については、現在和歌山市内で林業を行っている山林がなく、放置された人工林の整備に関し
取り組む必要があることから、ギャップ値はほぼ横ばいで推移している。

5 農業振興のためのネットワーク強化 ６次産業化への取組者数 人・団体

事業構成の適正性
※＜７＞関係

資金給付などにより新規就農者の確保に努めるとともに、効率性と収益性を高めていくため、農業用機械や施設の導入に対
する支援を強化する必要があると考えている。

課　　題

本市農業の特長である都市近郊農業をさらに伸ばし、農業経営の安定化を推進するため、収益性の高い農業への転換を促進
するとともに、担い手への農地集積、新規就農者の支援などに取り組むほか、水路や農道などの農業用施設の適切な維持管
理に取り組む。また、森林環境譲与税を活用し、森林環境の保全に努めるとともに、６次産業化・農商工連携や観光農業な
どについて具体的に前進できるよう検討を進める。

まちづくり指標
の分析

※＜３＞関係

農業振興の指標としては、１年間に生産された農産物や加工農産物の生産量に農家庭先販売価格を乗じた農業産出額がふさ
わしいと考えている。農業産出額についてのこれまでの推移は減少傾向にあったが、高収益作物への転換などにより増加さ
せることができていたが、平成31年度（30年実績）では台風の影響などにより減少に転じたと思われる。

取組方針の
状況分析

※＜４＞関係

平成31年度の目標に関しては、期限が切れ再認定を受けなかった認定農業者が多かったことや、平成30年の台風の影響を受
け農業産出額が下がったことなどにより、目標を達成している項目が２項目のみとなった。

まちづくりの各主体
との役割分担の分析

※＜１＞関係

本市の農業産出額の半数以上は野菜によるものである。和歌山市で色々な野菜が作られていることを市民にもっと知っても
らい、地産地消を進めていきたいと考えている。このため、行政とＪＡが連携して市民に対する情報発信を強化していきた
いと考えている。

＜６　施策の状況＞ 評価（進捗状況） 評価の根拠、今後の方向性や展開又は改善のポイントなど

総合評価
（所管部評価）

Ａ：順調に進んでいる

Ｂ
目標を達成している項目が減少しており、様々な支援を受けられる認定農業者へ
の再登録を促し、効率性や収益性を高めるためにも農業用機械や施設の導入を進
める必要がある。

Ｂ：進んでいるが改善が必要

Ｃ：あまり進んでいない

Ｄ：進んでいない

入力日 令和2年7月24日 入力者 農林水産部長　佐々木茂彰
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決算額 一般財源 当初予算額 一般財源 計画額 一般財源 事業内容 ｺｽﾄ投入

1 1 農林水産課 248,743 756 28,872 -365 28,872 0 現状維持 現状維持 ○

2 1 農業委員会事務局 9,192 8,804 9,168 8,910 9,168 8,910 充実 現状維持

3 2 農林水産課 4,123 4,123 1,899 1,613 - - 現状維持 現状維持

4 2 農林水産課 83 1 - - - - 現状維持 現状維持

5 2 農林水産課 648 648 801 700 801 0 現状維持 現状維持 ○

6 2 耕地課 84,318 81,097 97,985 88,362 97,985 88,362 現状維持 現状維持

7 2 耕地課 134,910 4,145 183,359 8,104 183,359 8,104 現状維持 現状維持 ○

8 3 農林水産課 105 85 119 99 119 0 現状維持 現状維持

9 3 農林水産課 0 0 0 0 0 0 縮小 縮小

10 3 農林水産課 4,865 0 5,500 0 5,500 0 現状維持 現状維持

11 4 農林水産課 3,476 1,184 3,592 1,227 3,592 0 現状維持 現状維持

12 4 農林水産課 18,805 12,172 18,670 12,723 18,670 0 充実 拡大 ○

13 4 農林水産課 1,716 1,677 2,913 2,873 2,913 0 現状維持 現状維持

14 4 農林水産課 497 249 643 322 643 0 現状維持 現状維持

15 4 農林水産課 0 -10 0 -10 0 0 縮小 縮小

16 4 農林水産課 4,992 0 5,000 0 5,000 0 現状維持 現状維持

17 4 農林水産課 28,114 27,492 33,240 26,709 33,240 0 現状維持 現状維持

18 4 農林水産課 18,833 16,737 14,828 12,126 14,828 0 現状維持 現状維持

19 4 農林水産課 236,659 28,575 4,927 2,729 0 0 現状維持 現状維持 ○

20 4 農林水産課 400 400 446 446 446 0 現状維持 現状維持

21 5 農林水産課 500 500 - - - - 現状維持 現状維持

22 5 農林水産課 157 157 2,258 2,258 2,258 0 現状維持 現状維持
23
24
25
26
27
28
29
30
31
32
33
34
35
36
37
38
39
40

801,136 188,792 414,220 168,826 407,394 105,376

＜８　７以外で施策の成果向上に必要な事務事業＞
No.
1

2

3

評価 Ｂ

意見

担当課評価

重点化H31年度 R2年度 R3年度 （方向性）

＜７　施策を構成する事務事業＞

No. 事務事業名
取組方針

番号
担当課

事業費

農業施設改良事業

畜産振興事業

先進的地域農業育成事業

水田農業経営安定対策事業

中山間地域等農業支援事業

有害鳥獣捕獲等事業

担い手等育成事業

農業委員会運営事業

農地保全事業

農地牧野等買収売渡事務

遊休農地等総合対策事業

農業施設維持事業

四季の郷公園整備事業

安全・安心農業推進事業

食育推進事業

農業団体等育成指導事務

林道管理等森林保全事業

松くい虫防除事業

鳥獣飼養許可事業

紀の国森づくり基金活用事業

四季の郷公園管理運営事業

四季の郷公園管理運営事業（自然
観察の森）

【施策全体について】
・各事務事業については着実に進められているものの、指標としての成果には表れていないことから、現状の分析を十分に行い、今後どうなるのかを予
測した上で、各取組について改善を進めていただきたい。

【農業就業人口の減少について】
・農業就業人口が減少する中では、認定農業者にこだわらず、農業従事者の幅を広げていく必要があるため、兼業農家や家庭菜園に取り組む人も農業を
担う人材として、育成を図る必要がある。また、市民農園や体験農園にも力を入れて取り組んでいただきたい。

・後継者不足の農家と、新規就農希望者とのマッチングなど、農業従事者の幅を広げる取組を進めるため、農家の実態把握を行うことを検討していただ
きたい。

・新規就農者を増やすため、支援の回数を増やすよう取り組んでいただきたい。また、新規就農者への技術支援は、付加価値の高い新しい作物を生産・
増産することをめざして、技術や農業経営の指導を制度化して取り組んでいただきたい。

【農地の保全について】
・放置された遊休農地への指導の強化については、担当部と関係部局とが連携して進めていただくことが望まれる。

・有害鳥獣対策として、防護柵の設置に対する補助を拡充していただくとともに、ジビエ料理等の普及を進めていただきたい。

【広報について】
・農林業施策に対する市民の認知度には改善の余地があることから、様々なイベントを開催することで関心を高め、周知を図っていただきたい。周知や
集客にあたってはリピーターを作る工夫や、ＳＤＧｓに取り組む企業向けに告知するなどの工夫も必要である。

行政評価委員会による評価

進んでいるが改善が必要

合計

必要な事務事業 概要（対象と目的等）
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水産業の振興

農林水産部 
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＜１　基本情報＞

1

3

2

＜２ 市民満足度の状況＞

重要度 4.08 重要度 4.18 重要度 4.05 重要度 - 重要度 -

満足度 2.73 満足度 2.81 満足度 2.71 満足度 - 満足度 -
ギャップ値 1.35 ギャップ値 1.37 ギャップ値 1.34 ギャップ値 - ギャップ値 -

＜３　まちづくり指標＞
実績値 実績値 実績値 実績値 実績値

値 年度 H29年度 H30年度 H31年度 R2年度 R3年度 値 年度

1 ｔ 547.4 H27 532.5 458.8 487.1 - - 547.4 R8

＜４　施策を構成する取組方針の状況＞

No. 単位 目標・実績 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度

目標 0.2 0 0.44 0.1 0

実績 0.2 0 0.31 - -

目標 77,591 77,591 77,591 77,591 77,591

実績 78,959 52,766 62,516 - -

目標 22.6 22.6 22.6 22.6 22.6

実績 45.5 116.65 55.8 - -

目標

実績 - -

目標

実績 - -

1

2

3

4

5

令和２年度　施策評価シート

施策名 水産業の振興
体系番号（３ケタ） 132

二次評価の有無

分野別目標 安定した雇用を生み出す産業が元気なまち

政策 農林水産業の活性化

施策 水産業の振興

外部

所管部（主となる部） 農林水産部 関連部 産業部

めざす10年後の姿 つくり育て管理する漁業を推進することにより、魅力的な水産物が安定的に供給され、漁業従事者の生活が安定している。

まちづくりの他の主体 市民 事業者

漁獲量

目標値設定の考え方

年々漁獲量が減少している中、つくり育て管理する漁業を推進し、現状維持をめざす。

取組方針 取組の成果を表す主な指標

R3年度

No. まちづくり指標 単位
基準値 目標値

市民満足度項目
(市政世論調査)

地域産業（商工業・農林
水産業）の発展

H29年度 H30年度 H31年度 R2年度

3 漁業を取り巻く環境の整備・保全
漁場内海底に堆積している各種
廃棄物等の除去量

4

1 つくり育て管理する漁業の推進 増殖礁設置面積 ha

2 漁業経営の安定化の推進 水産物販売額 万円

＜５　施策の分析と課題＞ 施策の分析内容及び問題点の整理

市民満足度
の分析

※＜２＞関係

市民の地域産業振興への期待は大きいが、漁業についてはこれまで漁業就業者数、漁船隻数とも減少が続き、厳しい状況が
続いていることなどから、重要度や満足度もほぼ横ばいでギャップが生じていると思われる。

5

事業構成の適正性
※＜７＞関係

漁業者の支援、魚礁・増殖礁の設置や漁場環境の整備に引き続き取り組むことにより、漁業就業者の減少幅を最小限に抑
え、漁獲量の維持を図る必要がある。

課　　題
漁業就業者の減少に歯止めをかけるためにも、つくり育て管理する漁業を推進し、水産物の高付加価値化と漁業経営の安定
化を図る必要がある。また、地元水産物のＰＲとブランド化に努め、魚食普及と地産地消を推進し、新規漁業就業者確保の
ためにも担い手のへの支援を強化する必要がある。

まちづくり指標
の分析

※＜３＞関係

漁業就業者数、漁船隻数とも減少が続くなかで、施策を効果的に推進することにより漁獲量の減少に歯止めをかけることを
目標にしているが、近年においては、台風や豪雨などの自然災害による、出漁日数の減少や漁場環境への影響などの要因に
より、漁獲量が減少ぎみとなっている。

取組方針の
状況分析

※＜４＞関係

増殖礁設置面積に関しては、策定した計画に従っては増していくことは可能であるが、その他の指標に関しては、近年の台
風や豪雨などの自然災害による当該年度への直接的な影響や、河川からのゴミ等の流入による漁場環境の変化により、翌年
度以降においても漁獲量などに影響を及ぼしていると思われる。

まちづくりの各主体
との役割分担の分析

※＜１＞関係

地元水産物のブランド化などにより、市民に対しては地産地消を推進するとともに、本市を訪れる観光客等による水産物の
消費拡大につながるよう、県外に対してもマスメディアなどで本市水産物に関する情報発信を行ってもらう機会を増やすた
めの支援に取り組んでいく。

＜６　施策の状況＞ 評価（進捗状況） 評価の根拠、今後の方向性や展開又は改善のポイントなど

総合評価
（所管部評価）

Ａ：順調に進んでいる

Ｂ
魅力ある水産物の安定的な供給と、漁業従事者の生活の安定をめざし、漁港施設
を有効活用し漁業と観光の連携を図り地域の活性化などの施策も取り入れていく
必要がある。

Ｂ：進んでいるが改善が必要

Ｃ：あまり進んでいない

Ｄ：進んでいない

入力日 令和2年7月24日 入力者 農林水産部長　佐々木茂彰
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決算額 一般財源 当初予算額 一般財源 計画額 一般財源 事業内容 ｺｽﾄ投入

1 1 農林水産課 683 683 475 475 475 475 現状維持 現状維持

2 1 農林水産課 17,379 10,129 12,954 2,892 12,954 12,954 現状維持 現状維持 ○

3 1 農林水産課 7,745 7,745 8,114 7,114 8,114 7,114 現状維持 現状維持 ○

4 1 農林水産課 30,514 1,106 15,344 253 15,844 15,844 現状維持 現状維持 ○

5 2 農林水産課 0 0 1,002 502 1,002 1,002 廃止 ゼロ

6 3 農林水産課 62,279 -341 36,374 -3,591 36,374 36,374 現状維持 現状維持

7 3 農林水産課 4,584 764 4,700 784 4,700 4,700 現状維持 現状維持

8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28
29
30
31
32
33
34
35
36
37
38
39
40

123,184 20,086 78,963 8,429 79,463 78,463

＜８　７以外で施策の成果向上に必要な事務事業＞
No.
1

2

3

評価 Ｂ

意見

＜７　施策を構成する事務事業＞

No. 事務事業名
取組方針

番号
担当課

事業費

水産関係負担金

漁業者等支援事業

つくり育て管理する漁業推
進事業

沿岸漁場整備事業

魚食普及事業

漁港管理事業

担当課評価

重点化H31年度 R2年度 R3年度 （方向性）

漁場環境の保全事業

進んでいるが改善が必要

【施策全体について】
・市が主体となって進められる施策ではないため、どこまで市が取り組むべきか、関わり方が難しく、進めづらい施策ではあるが、漁業従事者数を維持
するためには、関係機関に働きかけ、積極的に取り組んでいただきたい。

・まちづくり指標を「漁獲量」としているが、漁業就労者が減少する中では、「一人当たりの漁獲量」とするなど、合理的な指標を検討する必要があ
る。

【漁業経営の安定化について】
・漁業は、漁船の購入など初期投資額が大きく、海に出るため危険も伴う。その分魅力も大きい分野だが、就労者を増やすには、やはり収益を上げ、安
定した生活を送ることができるかどうかが重要であるので、養殖に力を入れるなど、その点の取組を強化していただきたい。

・地域漁業の担い手の確保・育成のため、新規就業希望者への漁協への仲介やあっせんなど、積極的な支援が望まれる。

【広報について】
・水産物の和歌山市らしさのＰＲや、ブランド化の取組について、見せ方を工夫するなど、より力を入れて取り組んでいただきたい。また、国のＧｏＴ
ｏキャンペーンを有効活用できるよう、観光課等と連携して取り組んでいただきたい。

合計

必要な事務事業 概要（対象と目的等）

行政評価委員会による評価

35



36



37



38



39



40



41



42



43



44



45



46



47



48



都市景観の形成

都市計画部 
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＜１　基本情報＞

2

3

1

＜２ 市民満足度の状況＞

重要度 4.04 重要度 4.08 重要度 4 重要度 - 重要度 -

満足度 3.06 満足度 3.18 満足度 2.99 満足度 - 満足度 -
ギャップ値 0.98 ギャップ値 0.9 ギャップ値 1.01 ギャップ値 - ギャップ値 -

＜３　まちづくり指標＞
実績値 実績値 実績値 実績値 実績値

値 年度 H29年度 H30年度 H31年度 R2年度 R3年度 値 年度

1 ％ 21.9 H27 26.7 31.9 24.6 - - 33.0 R8

＜４　施策を構成する取組方針の状況＞

No. 単位 目標・実績 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度

目標 400 400 400 400 400

実績 506 500 555 - -

目標

実績 118 130 153 - -

目標
実績 - -
目標
実績 - -

1

2

3

4

5

令和２年度　施策評価シート

施策名 都市景観の形成
体系番号（３ケタ） 231

二次評価の有無

分野別目標 住みたいと選ばれる魅力があふれるまち

政策 魅力ある都市景観の創出

施策 都市景観の形成

外部

所管部（主となる部） 都市計画部 関連部 文化スポーツ部

めざす10年後の姿
歴史や自然、人々の営みに根ざした文化を生かした景観が各地域に広がるとともに、和歌山城や和歌の浦に続く新たな景観拠点
も創出され、魅力ある都市景観が形成されている。

まちづくりの他の主体 市民 地域・ＮＰＯ等 事業者

「まちなみの美しさ」に対する市民の満
足度（市政世論調査において、「まちな
みの美しさ」に対し、「非常に満足して
いる」又は「満足している」と答えた人
の割合）

目標値設定の考え方
平成27年度までの6年間のうち、大きく伸びた平成27年度を除く5年間の年平均0.9ポイント増の近似値、年1
ポイント増をめざす。

取組方針 取組の成果を表す主な指標

R3年度

No. まちづくり指標 単位
基準値 目標値

市民満足度項目
(市政世論調査)

まちなみの美しさ

H29年度 H30年度 H31年度 R2年度

3

4

1 全市における景観の規制・誘導 屋外広告物規制・誘導事業 件

2 景観まちづくりの推進 景観法に基づく届出件数 件

＜５　施策の分析と課題＞ 施策の分析内容及び問題点の整理

市民満足度
の分析

※＜２＞関係

過去３年度における市民満足度はいずれも重要度を下回り、約１ポイントのギャップが発生している。要因としては、景観
に対する取組の周知が不完全で、許可申請や届出の徹底がなされず、良好な景観の保全が不十分であることが挙げられる。
また、景観計画策定からあまり年数が経っておらず、景観計画策定前の既存建築物が多く残っていること、まちなみの美し
さには主観的な側面があること等が考えられる。

事業構成の適正性
※＜７＞関係

(取組方針１)大幅な人員増強を行い、広告主や広告業者の意識啓発を図る事を目的とし、設置許可及び管理義務の周知を行
うために屋外広告物を掲出している店舗や事業所などの個別訪問を実施するべきと考えている。
(取組方針２)従来からの取組に加え、新たな景観拠点の創出のため、令和２年度から引き継いだ市堀川の水辺のライトアッ
プを重点的に取り組む。賑わいの創出や回遊性の向上といった観光の要素も取り入れた施策を行っていく。

課　　題

広告主や広告業者への屋外広告法や和歌山市屋外広告物条例の周知活動の方法を模索する。違反広告物の洗い出しのため、
従来の市職員のパトロールだけではなく、民間事業者への委託により、屋外広告物の違反指導に取組む方法を模索する。景
観においては、改めて景観計画の内容等の周知、及び届出制度を通じて、良好な景観形成のための景観誘導を行っていく。
またライトアップにより、今までと違った視点からの景観まちづくりにも取り組んでいく。

まちづくり指標
の分析

※＜３＞関係

まちづくり指標は年度により２０％台、３０％台とばらつきがあるものの、低い水準にとどまっている。要因としては上記
と同様、景観に対する取組の周知が不完全で、許可申請や届出の徹底がなされず、良好な景観の保全が不十分であることが
挙げられる。また、景観計画策定からあまり年数が経っておらず、景観計画策定前の既存建築物が多く残っていること、ま
ちなみの美しさには主観的な側面があること等が考えられる。

取組方針の
状況分析

※＜４＞関係

（取組方針１）目標の数値は達成できている一方で、違反広告物が見られる、許可申請や適切な管理の義務があるなどの制
度の周知が不十分といった問題がある。関係団体との協力や民間委託など様々な方策を検討し、問題の改善に努める。
（取組方針２）和歌山市景観計画により、良好な景観の形成に関する方針や行為の制限等について定め、一定規模以上の行
為について、届出により景観の誘導を行っている。建築物の外壁など面積が大きいものは低彩度を基本とし、景観を混乱さ
せるきばつな色を使用せず、隣接する建築物等は、明度や彩度、色相などの差が生じないように配慮し、まちなみに調和す
る様に誘導を行っていく。また、夜間景観への取組として、市役所北側の中橋を中心とした市堀川の水辺をライトアップ
し、賑わいの創出及び回遊性の向上を図る。

まちづくりの各主体
との役割分担の分析

※＜１＞関係

 (取組方針１)路上違反広告物除却推進委員の方々と協力し一斉簡易除去活動を実施し景観の保全に努めている。また、国
が設定した屋外広告物適正化旬間(9月1日～10日)に合わせて、市報わかやまにおいて看板などの屋外広告物について、広告
主や広告業者の意識啓発を図る事を目的とし、設置許可及び管理義務の周知を行い、景観の維持と公衆に対する危害の防止
のために規制・誘導を行っていく。
 (取組方針２)中橋を中心とした市堀川の水辺のライトアップにおいて、地元住民や事業者と一緒に魅力ある夜間景観を創
造し、新たな景観拠点として、賑わいの創出や回遊性の向上を目指したまちづくりを行っていく。

＜６　施策の状況＞ 評価（進捗状況） 評価の根拠、今後の方向性や展開又は改善のポイントなど

総合評価
（所管部評価）

Ａ：順調に進んでいる

Ｃ
広告主や広告業者に屋外広告法や和歌山市屋外広告物条例の理解を深めてもら
い、屋外広告物の違反指導に取組む方法を模索していく。景観においては、改め
て景観計画の内容等の周知、及び届出制度を通じて、良好な景観形成のための景
観誘導を行っていく。また、新たな景観拠点の創出のため、ライトアップによる
景観まちづくりに取り組んでいく。

Ｂ：進んでいるが改善が必要

Ｃ：あまり進んでいない

Ｄ：進んでいない

入力日 令和2年8月3日 入力者 都市計画部長　横山　大輔
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決算額 一般財源 当初予算額 一般財源 計画額 一般財源 事業内容 ｺｽﾄ投入

1 1 まちなみ景観課 760 -4,714 1,948 -4,463 1,948 -4,463 充実 現状維持 ○

2 2 まちなみ景観課 124 124 3,901 2,651 3,901 2,651 充実 拡大

3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28
29
30
31
32
33
34
35
36
37
38
39
40

884 -4,590 5,849 -1,812 5,849 -1,812

＜８　７以外で施策の成果向上に必要な事務事業＞
No.

1

2

3

評価 C

意見

【施策全体について】
・美しいまちなみというのは当市にとっても大きな課題であるが、長年の取組にも関わらずあまり進んでいない。強化期間を設けて予算や人員を投入し
て重点的に取り組むことも考えないと改善は難しいのではないか。やれることから取り組む必要がある。

【屋外広告物の規制・誘導について】
・屋外広告物の違反指導については、現状ではどのように改善するのかが見えない。制度の限界などの課題もあるため、困難な状況にあるのは一定理解
できるが、違反を減らすための具体的な取組を検討し、指導を進めていただきたい。

・屋外広告物の規制や景観の指導にあたっては、基準値による指導だけでなく、色彩やデザインなどの質の指導も求められるため、明確な基準（ガイド
ライン）を設け、業者等に周知を図ると共に、統一的な指導ができるよう窓口対応も含め職員研修の強化が必要である。また、基準に違反するかどうか
判断が難しい場合は、専門家に意見をもらうような体制を整えておく必要があるので、併せて行っていただきたい。

【水辺のライトアップについて】
・水辺のライトアップについては、それだけでは取組として弱いので、他部署との連携を強化し、人が集まる取組に繋げていただきたい。

＜７　施策を構成する事務事業＞

No. 事務事業名
取組方針

番号
担当課

事業費

屋外広告物規制・誘導事業

景観計画促進事業

担当課評価

重点化H31年度 R2年度 R3年度 （方向性）

あまり進んでいない

合計

必要な事務事業 概要（対象と目的等）

行政評価委員会による評価
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河川・水路の整備 

道路河川部 
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＜１　基本情報＞

4

3

2

＜２ 市民満足度の状況＞

重要度 4.23 重要度 4.34 重要度 4.29 重要度 - 重要度 -

満足度 2.79 満足度 2.87 満足度 2.69 満足度 - 満足度 -
ギャップ値 1.44 ギャップ値 1.47 ギャップ値 1.6 ギャップ値 - ギャップ値 -

＜３　まちづくり指標＞
実績値 実績値 実績値 実績値 実績値

値 年度 H29年度 H30年度 H31年度 R2年度 R3年度 値 年度

1 ％ 70.3 H27 71.0 71.2 72.1 - - 77.2 R8

＜４　施策を構成する取組方針の状況＞

No. 単位 目標・実績 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度

目標 55 77 100 100 100

実績 46 56 97 - -

目標 4 7 17 36 46

実績 4 7 8 - -

目標 100 100 100 100 100

実績 100 100 100 - -

目標 1 1 1 1 1

実績 1 1 0 - -

目標

実績 - -

1

2

3

4

5

令和２年度　施策評価シート

施策名 河川・水路の整備
体系番号（３ケタ） 432

二次評価の有無

分野別目標 誰もが安心して住み続けられる持続可能なまち

政策 豊かな暮らしを支える住環境の整備

施策 河川・水路の整備

外部

所管部（主となる部） 道路河川部 関連部 都市計画部、下水道部

めざす10年後の姿 災害に強い河川・水路が整備され、浸水被害が軽減されている。

まちづくりの他の主体 市民 地域・ＮＰＯ等 国・県等

市が管理する３１河川（準用河川３河
川、普通河川２８河川）の改修率

目標値設定の考え方

準用河川の前代川については、令和２年度に事業完了するものとする。永山川については令和８年度
事業完了を目指す。普通河川については、通水機能の確保を行い、浸水被害の軽減に努める。

取組方針 取組の成果を表す主な指標

R3年度

No. まちづくり指標 単位
基準値 目標値

市民満足度項目
(市政世論調査)

地震や風水害などの災害
に対する安全性

H29年度 H30年度 H31年度 R2年度

2 水路の改修
要望対応率（修繕箇所件数÷要
望受付件数）

％

3 水辺空間を生かしたまちづくり 水辺イベント数 回

1 準用河川及び普通河川の改修 準用河川（前代川）の改修率 ％

1 準用河川及び普通河川の改修 準用河川（永山川）の改修率 ％

＜５　施策の分析と課題＞ 施策の分析内容及び問題点の整理

市民満足度
の分析

※＜２＞関係

浸水被害や大規模災害が近年頻発しており、市民重要度は高いものの地域により特性、整備状況等が異なるため、市民満足度は中位
となっている。

4

事業構成の適正性
※＜７＞関係

【準用河川及び普通河川の改修】準用河川永山川・平尾川は、大雨時には度々浸水被害が発生しており、早期改修は流域住民の悲願
でもあり、重点的に取り組むべきである。
【水路の改修】水路維持は市民生活に直結しており、実施に向けて予算確保が必要である。
【水辺空間を生かしたまちづくり】中心市街地における市民や観光客の回遊軸のひとつとして内川を活用することができれば、各プ
ロジェクトの効果を高め、まちの賑わいにつながっていく。

課　　題

【準用河川及び普通河川の改修】準用河川改修事業の永山川は、早期に河川改修に着手するため用地買収を進める必要がある。ま
た、普通河川も含め護岸等の整備及び浚渫、維持補修を継続的に行っていく必要がある。
【水路の改修】農業離れや地域住民の高齢化等により行政で対応せざるを得ない事案が増えており、維持管理費は増加傾向にある。
【水辺空間を生かしたまちづくり】民間主導の様々な活用方法に対して、持続可能性があるかを検証する必要がある。

まちづくり指標
の分析

※＜３＞関係

準用河川改修事業の前代川は令和元年度に旧河道から新河道への通水切替は完了し、令和２年度に事業完了予定である。永山川は工
事着手に向け用地買収を進めている。普通河川の改修は、概ね目標が達成されているが、維持管理費が増加している。

取組方針の
状況分析

※＜４＞関係

【準用河川及び普通河川の改修】準用河川改修事業の永山川は、事業用地取得に若干の遅れが生じている。
【水路の改修】現時点で要望対応は滞りなく行えているものの、水路の維持管理は地域住民の高齢化や農業離れ等により地域での清
掃活動が減少し、行政の負担が増加傾向にある。
【水辺空間を生かしたまちづくり】市堀川などまちなかの内川については、水辺を活かしたまちづくりの機運が高まりつつある。R1
年度は気象や社会情勢により水辺イベントを開催することができなかったが、今後もまちなかと水辺の魅力向上のため、水辺活用希
望事業者と連携を図り、賑わいづくりにつなげていく。

まちづくりの各主体
との役割分担の分析

※＜１＞関係

【準用河川及び普通河川の改修】緊急連絡体制の構築・周知により、災害の迅速な対応を行っている。また、災害対策については
国・県と管理区分・役割を決めて行っている。
【水路の改修】水路維持に係る市民からの要望などをもとに、生活環境の保全に努めている。
【水辺空間を生かしたまちづくり】まちなかの水辺の活用方法について、社会実験を通じて課題抽出を行い、民間のまちづくり主体
が地域と合意形成を図ることの重要性を認識した。

＜６　施策の状況＞ 評価（進捗状況） 評価の根拠、今後の方向性や展開又は改善のポイントなど

総合評価
（所管部評価）

Ａ：順調に進んでいる

Ａ
準用河川改修事業の前代川は令和元年度に新河道へ通水が完了し、永山川では浸水被
害軽減に向けて河川改修事業を早期に着手していく。
普通河川の改修や水路の改修についても、概ね順調に進んでいる。

Ｂ：進んでいるが改善が必要

Ｃ：あまり進んでいない

Ｄ：進んでいない

入力日 令和2年8月3日 入力者 道路河川部長　中村　嘉宏
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決算額 一般財源 当初予算額 一般財源 計画額 一般財源 事業内容 ｺｽﾄ投入

1 1 河川港湾課 471,705 5,605 464,764 3,464 464,764 3,464 充実 現状維持 ○

2 1 河川港湾課 55,179 17,879 49,579 16,779 49,579 16,779 現状維持 現状維持

3 2 河川港湾課 124,417 124,417 127,681 127,681 127,681 127,681 現状維持 現状維持

4 2 河川港湾課 69,141 5,341 53,106 5,406 53,106 5,406 現状維持 現状維持

5 3

河川港湾課・
都市再生課
（H31:政策調
整課)

4,803 4,803 2,000 1,000 0 0 充実 縮小

6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28
29
30
31
32
33
34
35
36
37
38
39
40

725,245 158,045 697,130 154,330 695,130 153,330

＜８　７以外で施策の成果向上に必要な事務事業＞
No.
1

2

3

評価 Ｂ

意見

＜７　施策を構成する事務事業＞

No. 事務事業名
取組方針

番号
担当課

事業費

準用河川改修事業（前代川、永山川）

普通河川改修維持事業（２８河川）

水路維持事業

下水路整備事業（単独）

企画事業

担当課評価

重点化H31年度 R2年度 R3年度 （方向性）

行政評価委員会による評価

進んでいるが改善が必要

【施策全体について】
・準用河川の改修については、順調に進んでいるため、今後も計画どおりに進めていただきたい。その一方、自然災害の激甚化が懸念されている中で改
善すべき点については、計画の見直しなど必要に応じて対応していただきたい。

【ハード整備について】
・水路については、要望に応じた改修と併せて、詳細なハザードマップを元に計画を作成し、危険な箇所を順番に改修していくことが望ましい。また、
ハザードマップの作成にあたっては、小学校の地域学習等との連携を行うことも検討してはどうか。

・河川整備といったハード面の取組を担当する部署と、水辺空間を活かしたまちづくりを担当する部署とが連携し、他の分野の成功にも繋げていただき
たい。

【水辺空間を生かしたまちづくりについて】
・水辺空間を生かしたまちづくりには、様々なイベントが貢献しているし市民の関心も高い。河川や水路の清掃活動については、市民主体の活動につな
がることが望ましい。また、地域企業によるＳＤＧｓの取組が注目されているので、そうした活動のひとつとして協力していただくといった面からの働
きかけも検討されたい。

・川沿いの遊歩道について、イベントの開催時のみではなく、地域住民が日常的に活用できるものを取り入れてはどうか。

合計

必要な事務事業 概要（対象と目的等）
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消費生活の向上

市民部 
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＜１　基本情報＞

4

6

3

＜２ 市民満足度の状況＞

重要度 3.65 重要度 3.75 重要度 3.67 重要度 - 重要度 -

満足度 3.03 満足度 3.13 満足度 2.99 満足度 - 満足度 -
ギャップ値 0.62 ギャップ値 0.62 ギャップ値 0.68 ギャップ値 - ギャップ値 -

＜３　まちづくり指標＞
実績値 実績値 実績値 実績値 実績値

値 年度 H29年度 H30年度 H31年度 R2年度 R3年度 値 年度

1 人 456 H27 802 528 686 - - 1,500 R8

2 件 361 H27 618 1,029 695 - - 600 R8

＜４　施策を構成する取組方針の状況＞

No. 単位 目標・実績 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度

目標 420 440 460 480 500

実績 618 1029 695 - -

目標 600 700 800 900 1000

実績 802 528 686 - -

目標 1160 1210 1260 1310 1360

実績 1554 1816 1435 - -

目標
実績 - -
目標
実績 - -

1

2

3

4

5

令和２年度　施策評価シート

施策名 消費生活の向上
体系番号（３ケタ） 463

二次評価の有無

分野別目標 誰もが安心して住み続けられる持続可能なまち

政策 安全で安心な市民生活の確保

施策 消費生活の向上

外部

所管部（主となる部） 市民部 関連部 －

めざす10年後の姿
消費者被害が防止されるとともに、市民が変化する社会情勢に合わせた消費生活に関する適切な知識を持ち、消費者市民社会が
構築されている。

まちづくりの他の主体 市民 地域・ＮＰＯ等 事業者

消費生活啓発事業への参加者数

目標値設定の考え方

①近畿中核市（10市）の消費生活啓発事業への参加者数の平均1,500.3人（平成26年度）をめざす。

②平成28年度400件を起点に毎年度20件ずつの増加をめざす。

取組方針 取組の成果を表す主な指標

R3年度

No. まちづくり指標 単位
基準値 目標値

市民満足度項目
(市政世論調査)

消費者生活相談の体制

H29年度 H30年度 H31年度 R2年度

高齢者の消費生活相談件数

3 消費生活相談体制の充実と強化 消費生活相談件数 件

4

1
消費者被害防止のためのネットワークの構
築

高齢者の消費生活相談件数 件

2
ライフステージに合わせた消費者教育の実
施

消費生活啓発事業への参加者数 人

＜５　施策の分析と課題＞ 施策の分析内容及び問題点の整理

市民満足度
の分析

※＜２＞関係

消費生活相談件数は、基準年の１，０１４件（平成２７年度）と比較すると１，８１６件（平成３０年度）、１，４３５件
（令和元年度）と増加しているため、相談体制の周知・啓発は向上していると考えられる。

5

事業構成の適正性
※＜７＞関係

消費生活の向上を図るための施策を有する事務事業として適正性を有している。

課　　題

・消費生活相談窓口の周知啓発
・幅広い世代への消費者教育の実施
・高齢者等の消費者被害を防ぐためのネットワーク（和歌山市消費者安全確保地域協議会）の強化

まちづくり指標
の分析

※＜３＞関係

啓発事業の出前講座等については、より多くの市民が参加できるように休日や夜間も実施している。消費者教育講座につい
ては、過去開催した講座後のアンケートを参考に、市民のニーズに合わせて講座内容を検討し実施している。実績値は、基
準値と比較すると増加しているが、啓発事業への参加者数は年度によって増減がある。

取組方針の
状況分析

※＜４＞関係

平成２９年度から実施している消費者教育講座に加え、平成３０年度から小・中学生への消費者教育ＤＶＤ貸出事業を実
施。また、令和２年２月に設置した認知症高齢者や障がい者の「配慮を要する消費者」を見守るためのネットワーク（和歌
山市消費者安全確保地域協議会）を活用し、効率的な啓発活動や見守り活動について情報を交換し、消費者被害の未然防止
を図る。相談体制については、予算確保の問題で維持が難しい状況となっている。

まちづくりの各主体
との役割分担の分析

※＜１＞関係

市民が消費生活に関する正しい知識を持つように出前講座や消費者教育講座などの啓発活動を実施しているが、啓発が届か
ないところもある。そのため、和歌山市消費者安全確保地域協議会を通じて関係機関・団体・事業者間との連携を強化し、
相談窓口の周知や見守り活動、啓発活動をより充実させ、誰もが安心して住み続けられる持続可能なまちを目指す。

＜６　施策の状況＞ 評価（進捗状況） 評価の根拠、今後の方向性や展開又は改善のポイントなど

総合評価
（所管部評価）

Ａ：順調に進んでいる

Ａ
和歌山市消費者安全確保地域協議会を設置したことにより、関係機関との連携が可能となっ
た。そのため、情報提供・共有がスムーズに実施できるようになった。今後は、効率的な啓
発活動や見守り活動などを協議し、関係機関との連携強化を目指す。また、消費生活相談員
のスキルアップや人員確保に努める。

Ｂ：進んでいるが改善が必要

Ｃ：あまり進んでいない

Ｄ：進んでいない

入力日 令和2年8月3日 入力者 市民部長　星田光浩
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決算額 一般財源 当初予算額 一般財源 計画額 一般財源 事業内容 ｺｽﾄ投入

1 1 市民生活課 3,883 1,250 2,954 1,153 2,954 1,153 現状維持 現状維持

2 2 市民生活課 39 39 85 85 85 85 現状維持 現状維持

3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28
29
30
31
32
33
34
35
36
37
38
39
40

3,922 1,289 3,039 1,238 3,039 1,238

＜８　７以外で施策の成果向上に必要な事務事業＞
No.
1

2

3

評価 Ｂ

意見

＜７　施策を構成する事務事業＞

No. 事務事業名
取組方針

番号
担当課

事業費

消費者行政推進事業

地域生活学校開催支援事業

担当課評価

重点化H31年度 R2年度 R3年度 （方向性）

行政評価委員会による評価

進んでいるが改善が必要

【施策全体について】
・消費者被害は、手口の多様化や巧妙化、さらにキャッシュレス決済の普及などにより拡大が懸念され、行政としても対策が求められる。被害防止のた
めのネットワークとしての和歌山市消費者安全確保地域協議会の今後の活動や、地域生活学校の取組内容に期待したい。

【消費者被害の防止について】
・「施策を構成する取組方針の状況」の指標のうち、「高齢者の消費生活相談件数」については、目標を達成しているので、目標値を上方修正し、今後
も取組を進めていただきたい。

【消費者教育について】
・ライフステージに合わせて消費者教育を実施している点は評価できるが、まだ充実させる余地がある。小学生・中学生向けに実施している消費者教育
の取組を、高校生や支援学校を含め全校で実施するよう働きかけていただくとともに、受講者の感想や意見を求められ、効果の検証にも取り組むこと
で、犯罪などの抑止にも繋げていただきたい。

・消費者教育のＤＶＤや出前講座での啓発も有効ではあるが、効果が一時的となる恐れがある。困ったときに相談できる電話番号が一目で分かるような
ステッカーを配布するなど、広報の仕方にも工夫していただきたい。

・出前講座については、地域の開催状況などを集約し、市全体のレベルアップを図ってほしい。また、この講座を、高齢者の学びの場として、受講後
に、地域での消費生活の困りごとを聴く相談員としての役割を担う仕組を検討していただきたい。

・コロナ禍において、出前講座の開催なども難しく、啓発の機会が少なくなっていると思われる。そもそも講座を受ける機会のない人や、自治会を通じ
た啓発も届かない人がいるので、そういった人々にも消費生活センターの存在を知ってもらうことも課題であり、対応が望まれる。

合計

必要な事務事業 概要（対象と目的等）
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社会保障制度の充実 

保険医療部 
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＜１　基本情報＞

4

9

4

＜２ 市民満足度の状況＞

重要度 4.11 重要度 4.16 重要度 4.1 重要度 - 重要度 -
満足度 2.8 満足度 2.92 満足度 2.78 満足度 - 満足度 -

ギャップ値 1.31 ギャップ値 1.24 ギャップ値 1.32 ギャップ値 - ギャップ値 -

＜３　まちづくり指標＞
実績値 実績値 実績値 実績値 実績値

値 年度 H29年度 H30年度 H31年度 R2年度 R3年度 値 年度

1 ％ 15.0 H27 14.4 17.9 13.3 - - 26.0 R8

＜４　施策を構成する取組方針の状況＞

No. 単位 目標・実績 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度

目標 1300 1300 1300 1300 1300

実績 1700 1662 1612 - -

目標 200 144 144 144 144

実績 28 139 124 - -

目標 100 100 100 100 100

実績 100 100 100 - -

目標 60 40 45 50 50

実績 34.6 35.1 34.8 - -

目標

実績 - -

1

2

3

4

5

入力日 令和2年7月29日 入力者 保険医療部長　新好司

＜６　施策の状況＞ 評価（進捗状況） 評価の根拠、今後の方向性や展開又は改善のポイントなど

総合評価
（所管部評価）

Ａ：順調に進んでいる

Ｂ 市民満足度に関しては、まだまだ達成できていないが、各施策の目標値の達
成に向けてある程度取り組めていると考えている。

Ｂ：進んでいるが改善が必要

Ｃ：あまり進んでいない

Ｄ：進んでいない

事業構成の適正性
※＜７＞関係

各法律に基づく施策であり、必要な事務事業で構成されているが、各事業の実施方法などについては改善の余地があ
る。

課　　題

今後、更なる高齢化が進行することが予想され、社会保障制度の重要性がますます高まる中、サービスの満足度を向上
させていかなければならないが、定められた制度の中で市民満足度を向上させる必要があり、各制度の趣旨を十分理解
してもらうことが重要であると考えている。例えば、医療費通知・ジェネリック医薬品の差額通知により、医療費に関
心を持ってもらい、自己負担の軽減・医療費全体の抑制につながれば、満足度も向上すると考えられる。

まちづくり指標
の分析

※＜３＞関係

社会保障サービスに対する市民満足度については、平成２７年度１５．０％から令和８年度２６．０％へ年１％の上昇
を目標としているが、年ごとに増減が繰り返されており、令和元年度は１３．３％と低い値となっている。
目標値を達成するためには、これまで以上の施策の推進及び充実が必要である。

取組方針の
状況分析

※＜４＞関係

おおむね順調に進んでいるが、自立相談支援事業の適正な実施及び生活保護不正受給者への厳正な対応、ケアプランの
チェックによる介護給付の適正化、国民年金制度の理解と認識を深めるための積極的な広報、疾病の重症化予防につな
がる保健事業の実施、ジェネリック医薬品の使用や医療機関の適正な受診の啓発による医療費適正化等、今後さらに取
組を進める必要がある。

まちづくりの各主体

との役割分担の分析

※＜１＞関係
社会保障制度を正しく理解してもらうための広報活動に努め、市民の自立及び適正な制度利用を促進する。

＜５　施策の分析と課題＞ 施策の分析内容及び問題点の整理

市民満足度
の分析

※＜２＞関係

各年において、重要度が４ポイントを上回っているのに対し、満足度は３ポイントに満たない。介護保険や年金・国民
健康保険などの社会保障サービスは市民にとって重要であると認識されているが、満足度は低いことから、必要なサー
ビスを適正に受けることができる環境を継続して整えていく必要がある。

5

3 国民年金制度の啓発 受付、送付書類の確認率 ％

4
国民健康保険制度及び後期高齢者医療保
険制度の適正な運営

特定健康診査受診率 ％

1
生活困窮者自立支援制度及び生活保護制
度の適正な実施

生活困窮者自立支援事業にお
ける延べ支援件数

件

2 介護保険制度の適正な運営 ケアプランチェック件数 件

「社会保障サービス」に対する市民満足
度
（市政世論調査において、「社会保障
サービス」に対し、「非常に満足してい
る」又は「満足している」と答えた人の
割合）

目標値設定の考え方

毎年1ポイント上昇させる。

取組方針 取組の成果を表す主な指標

R3年度

No. まちづくり指標 単位
基準値 目標値

市民満足度項目
(市政世論調査)

介護保険や年金・国民健
康保険などの社会保障
サービス

H29年度 H30年度 H31年度 R2年度

めざす10年後の姿 市民が必要な社会保険・公的扶助のサービスを適正に受けることができる環境が整っている。

まちづくりの他の主体 市民 事業者 国・県等

分野別目標 誰もが安心して住み続けられる持続可能なまち

政策 将来に向かって希望の持てる福祉社会の形成

施策 社会保障制度の充実

外部

所管部（主となる部） 保険医療部 関連部 社会福祉部

令和２年度　施策評価シート

施策名 社会保障制度の充実
体系番号（３ケタ） 494

二次評価の有無
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決算額 一般財源 当初予算額 一般財源 計画額 一般財源 事業内容 ｺｽﾄ投入

1 1 生活支援課 308 0 400 0 400 0 現状維持 現状維持

2 1 生活保護課 59,221 49,074 53,502 46,533 53,502 46,533 現状維持 現状維持

3 1 生活支援課 1,449 362 1,667 417 1,667 417 現状維持 現状維持

4 1 生活保護課 306 293 727 547 727 547 現状維持 現状維持

5 1 生活保護課 602 0 933 0 933 0 現状維持 現状維持

6 1 生活保護課 16,870,094 3,928,107 17,099,564 4,240,081 17,099,564 4,240,081 現状維持 現状維持

7 1 生活支援課 1,372 343 3,213 807 3,213 807 充実 拡大 ○

8 1 生活支援課 512 171 4,674 2,053 4,674 2,053 現状維持 現状維持

9 2 指導監査課 3,449 3,008 6,547 4,978 6,547 4,978 充実 拡大

10 2 介護保険課 768 192 935 234 935 234 現状維持 現状維持

11 2 介護保険課 19,814 19,814 21,503 21,503 21,503 21,503 現状維持 現状維持

12 2 介護保険課 14,647 13,972 16,523 16,025 16,523 16,025 現状維持 現状維持

13 2 介護保険課 0 0 0 0 0 0 縮小 縮小

14 2 介護保険課 3,424 3,424 3,356 3,356 191 191 充実 拡大

15 2 介護保険課 1,184 1,184 1,056 1,056 1,056 1,056 充実 現状維持

16 2 介護保険課 83,539 83,539 91,014 90,970 91,014 91,014 充実 現状維持

17 2 介護保険課 152,411 151,535 173,245 172,421 173,245 172,421 充実 現状維持

18 2 介護保険課 36,114,503 4,407,880 38,755,067 5,194,571 38,755,067 5,194,571 充実 現状維持

19 2 介護保険課 690 133 873 168 873 168 現状維持 現状維持

20 2 介護保険課 4,117 793 4,704 906 4,704 906 現状維持 現状維持 ○

21 2 介護保険課 161,145 26 494,025 0 494,025 0 現状維持 現状維持

22 3 国保年金課 2,878 -75,135 3,766 -20,357 3,766 -20,357 現状維持 現状維持

23 4 国保年金課 111,453 104,831 104,734 96,012 106,568 97,469 現状維持 現状維持

24 4 国保年金課 40,521 40,483 44,211 44,191 52,211 52,191 現状維持 現状維持

25 4 国保年金課 20,541 18,193 25,187 22,279 28,091 25,183 現状維持 現状維持

26 4 国保年金課 35,754 25,759 39,154 11,109 43,553 21,803 現状維持 現状維持

27 4 国保年金課 45,210 21,352 49,391 26,870 49,391 26,870 現状維持 現状維持 ○

28 4 国保年金課 27,390,203 196,764 28,381,965 153,561 28,381,965 153,561 現状維持 現状維持

29 4 国保年金課 253,137 0 291,535 1,312 291,535 1,312 現状維持 現状維持

30 4 国保年金課 3,014 0 5,901 0 5,901 0 現状維持 現状維持

31 4 国保年金課 12,702 0 17,133 0 17,133 0 現状維持 現状維持

32 4 国保年金課 31,560 0 38,760 0 38,760 0 現状維持 現状維持

33
34
35

81,440,528 8,996,097 85,735,265 10,131,603 85,749,237 10,151,537

＜８　７以外で施策の成果向上に必要な事務事業＞
No.
1
2
3

評価 Ｂ

意見

行政評価委員会による評価

進んでいるが改善が必要

【施策全体について】
・コロナ禍で重要度が増しており市民の期待も大きい。市全体で事業を精査し、必要なところに人員や予算を投入できるよう進められたい。

・和歌山市の高齢者人口は今後減少に転じると予測され、介護事業者の経営悪化が懸念されるため、人口予測に基づいた情報把握に努め、市としての対策を検討された
い。

【生活困窮者自立支援制度・生活保護制度について】
・生活困窮者自立支援制度において、２つの任意事業（子供の学習・生活支援事業、家計改善支援事業）を計画的に進めている点は評価できる。子供の学習・生活支援事
業では、子供食堂との連携など、今後充実させていくことをお願いしたい。

・自立支援によって就労につながり生活保護を受給終了した後も、自立した生活が継続できるよう、関係機関とも連携を取りながら環境を整えていただきたい。

【介護保険制度について】
・市内の介護・福祉サービス事業所が３５００以上あるのに対し、現在の指導監査体制では人員が不足している。有効性や実効性の確保に向け、体制の強化をお願いした
い。

【国民健康保険料・介護保険料について】
・国民健康保険料と介護保険料について、他の中核市と比較すると、本市は高額となっているため、保険料の上昇を抑制するよう、取り組んでいただきたい。

合計

必要な事務事業 概要（対象と目的等）

特定保健指導事業（メタボ
リックシンドローム解消のた
めの生活習慣の改善指導）

保健事業

人間ドック事業

国民健康保険資格賦課事務事
業

国民健康保険収納事務事業

国民健康保険料収納対策事業

医療費適正化特別対策事業

国民健康保険給付事業

特定健康診査等事業（メタボ
リックシンドロームに着目し
た健診）

介護保険給付事業

居宅介護サービス等利用円滑
化交付金事業

介護給付等費用適正化事業

老人福祉施設整備事業（小規
模特養、グループホームなど
の整備）

国民年金事業

国民健康保険事務事業

介護保険料徴収事業

介護相談事業

介護保険事業計画事業

介護保険制度広報事業

介護認定審査会事業

介護認定調査等事業

生活困窮者自立支援事業
（必須事業）

生活困窮者自立支援事業（任
意事業：家計改善支援事業、
子どもの学習支援事業）

指導監査事業

介護保険低所得者対策事業

介護保険被保険者資格管理及
び賦課事業

ホームレス対策事業

生活保護事業

健康管理支援事業

行旅死亡人取扱事業

中国残留邦人等地域生活支援
事業

生活保護扶助事業

担当課評価

重点化H31年度 R2年度 R3年度 （方向性）

＜７　施策を構成する事務事業＞

No. 事務事業名
取組方針

番号
担当課

事業費
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地方創生関連 

交付金関係 

<プロジェクト検証シート>
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No. 担当委員 進捗管理担当部署 外部評価結果 ﾍﾟｰｼﾞ

Ａ Ｂ

総合戦略のKPI
達成に有効で
あった

総合戦略のKPI
達成にある程度
有効であった

Ｂ Ｂ

総合戦略のKPI
達成にある程度
有効であった

総合戦略のKPI
達成にある程度
有効であった

Ａ Ｂ

総合戦略のKPI
達成に有効で
あった

総合戦略のKPI
達成にある程度
有効であった

Ｂ C

総合戦略のKPI
達成にある程度
有効であった

総合戦略のKPI
達成にあまり有
効でなかった

Ｂ Ｂ

総合戦略のKPI
達成にある程度
有効であった

総合戦略のKPI
達成にある程度
有効であった

足立委員長
小山副委員長
池田委員
上野委員
浦田委員
岡田委員
奥委員
下村委員
中村委員
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対象プロジェクト一覧

プロジェクト 担当課

1
ご当地鉄道でつなぐ広域観光プロ
ジェクト

子育て支援課
観光課
文化振興課
農林水産課

3 国際戦略の推進による産業振興

産業政策課
商工振興課
観光課
国際交流課
スポーツ振興課
中央卸売市場

足立委員長
小山副委員長
池田委員
上野委員
浦田委員
岡田委員
奥委員
下村委員
中村委員

109

2
まちなかへの大学誘致を核とした
コンパクトシティへの取組

自治振興課
高齢者・地域福祉課
商工振興課
観光課

和歌山城整備企画課
文化振興課
スポーツ振興課
都市再生課
まちなみ景観課
読書活動推進課
こども科学館

足立委員長
小山副委員長
池田委員
上野委員
浦田委員
岡田委員
奥委員
下村委員
中村委員

105

4
加太・和歌の浦の活性化による移
住促進プロジェクト

企画課
交通政策課
観光課
文化振興課
農林水産課
都市再生課

足立委員長
小山副委員長
池田委員
上野委員
浦田委員
岡田委員
奥委員
下村委員
中村委員

113

5
和歌山城の魅力を生かしたまちの
活性化プロジェクト

観光課
和歌山城整備企画課

博物館
青少年課

足立委員長
小山副委員長
池田委員
上野委員
浦田委員
岡田委員
奥委員
下村委員
中村委員

117

100
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プロジェクト 

『ご当地鉄道でつなぐ広域観光プロジェクト』 
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ご当地鉄道でつなぐ広域観光プロジェクト

[まち・ひと・しごと創生総合戦略との関連]

基本目標Ⅰ：安定した雇用を創出する　　【数値目標：雇用創出数　５年間で1,800人】

１　事業概要

２　ＫＰＩ目標及び実績

H28 H29 H30 R1 R2
137,381 172,381 212,381 254,381 300,000

156,498 121,659 117,034 105,899

45,288 46,638 48,038 49,498 51,036

45,555 46,407 47,554 49,649

0 1 3 8 14

0 10 12 9

外国人宿泊客数（単位：人） 107,381

観光消費額（単位：百万円） 43,951

新商品の開発件数（単位：件） 0

実施内容

　代表的な観光資源である和歌山城（まちなかエリア）・加太（海エリア）・貴志川線沿線（山エリア）の魅力を
向上するとともに、旅行会社や観光客に対するワンストップ窓口となり、地域観光を推進する主体となる和歌
山市版ＤＭＯを立ち上げ、戦略的なマーケティング・プロモーションの展開に取り組むことによる、外国人観光
客をはじめとする観光客数増加への取組に加え、エリア特性・地域資源を生かした体験型観光・商品開発等
に取り組む農商工と観光を融合させた地域産業振興施策を一体的なプロジェクトとして実施する。

（R1主な実施事業）
【地域資源の魅力向上、おもてなし・誘客プロモーションの強化】
　・四季の郷公園リニューアルに合わせたイベント開催
【地域商社機能強化】
　・観光パンフレット制作による観光情報発信
　・体験型商品の造成

ＫＰＩ
基準値
（H27）

目標値（上段）
実績値（下段）

地方創生推進交付金プロジェクト　検証シート

プロジェクトの名称

事業目的

　関西国際空港にLCCが就航した2012年3月以降、和歌山市では外国人観光客数が増加傾向にあり、平成
27年には平成23年に比べ宿泊客数が約18倍の増加となる等、それに伴う観光消費額増加による経済効果
が今後も期待でき、京奈和自動車道の整備等更なる交通アクセスの向上により、観光客を誘致する絶好の機
会を迎えている。
　和歌山市の観光拠点である和歌山城を中心に、海のエリア沿線の南海電鉄（加太線・多奈川線）及び山の
エリア沿線の和歌山電鐵貴志川線というご当地鉄道と連携し、沿線に存在する魅力的な観光資源をつなぎ、
観光消費に大きな効果がある外国人観光客をはじめとする本市への来訪客の更なる増加・滞在時間の延長
を目指す。また、多様なメンバーで構成される和歌山市版ＤＭＯの設立により、地域観光の推進体制を構築
し、地域一体となった観光産業の確立を目指す。
　今後、ＤＭＯが主体となり、地域全体で稼げる観光産業を目指していくとともに、地場産品のブランド化・販
売促進を通じた農商工と観光を融合させた施策を展開することで、地域産業の振興を図り、雇用の創出や地
域経済の好循環を生み出し、地域を再生する。

実施年度 R1 事業費（千円）
33,598,259円

（うち交付金充当16,799,129円）
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３　事業効果（進行管理担当部署評価）

４　行政評価委員会による評価

評価

A:総合戦略のKPI達成に有効であった

B:総合戦略のKPI達成にある程度有効であった

C：総合戦略のKPI達成にあまり有効でなかった

D:総合戦略のKPI達成に有効でなかった

B

意見

●本プロジェクトは観光消費額増加に一定の効果があったものと考えられるが、プロジェクトの名称や目的と
当該プロジェクトに含まれる複数の事業が関連付けられていない。一貫性のある事業実施に努めていただき
たい。

●個別でやるのではなく、広域で他の地域と連携し、相乗効果も図っていただきたい。

●外国人観光客の集客について検討を進める一方で、コロナウイルス感染症流行の状況を踏まえ、国内から
の観光客を中心に効果を上げるため、工夫しながら観光誘致に取り組んでいただきたい。

●事業が一過性で効果が薄いまま終了することのないよう、継続性を意識していただきたい。また、指定管理
者制度の中に現在市直営で行っているイベント導入を見直したうえで位置付けていくなど、予算削減にも取り
組んでいただきたい。

評価

A:総合戦略のKPI達成に有効であった

B:総合戦略のKPI達成にある程度有効であった

C：総合戦略のKPI達成にあまり有効でなかった

D:総合戦略のKPI達成に有効でなかった

A

評価の根拠

●基本目標Ⅰの「雇用創出数の増加」については、観光協会を主体とした、体験型商品の造成やSNS等によ
る情報発信といった観光振興の取組が進められる等、観光消費の拡大が地域経済の活性化に寄与し、雇用
創出に繋がったと考える。特に、民間と連携し滞在型観光を推進することは観光消費の拡大に有効と考えら
れる。
　以上のことから、総合戦略のKPIの達成に有効であったと考える。
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まちなかへの大学誘致を核としたコンパクトシティへの取組

[まち・ひと・しごと創生総合戦略との関連]

基本目標Ⅰ：安定した雇用を創出する　　【数値目標：雇用創出数　５年間で1,800人】

１　事業概要

２　ＫＰＩ目標及び実績

H28 H29 H30 R１ R2
914,686 917,186 921,186 926,686 933,686

- 1,130,758 集計中 集計中

3 4 5 7 9

8 13 18 22

31,853 31,508 31,193 31,293 31,453

31,913 31,449 31,421 31,135

実施年度 事業費（千円）
211,796,231円

（うち交付金充当105,179,599円）

ＫＰＩ
基準値
（H27）

実績値（下段）

912,186

地方創生推進交付金プロジェクト　検証シート

プロジェクトの名称

基本目標Ⅳ：時代に合った地域をつくり、安心な暮らしを守る
【数値目標：和歌山市が住みやすいまちだと感じる市民の割合を高める　73.9％（平成26年度）→80％（令和元年度）】

事業目的

　人口減少下においても持続可能な都市運営を実現するため、コンパクトに集約した拠点集約型のまちづく
りを推進する。拠点となるまちなかにおいては、既存ストックを有効活用することにより、整備コストの削減を図
りながら都市機能を集約し、効率的にまちなかの賑わいを創出する。本市では、学校跡地施設を活用した複
数の大学のまちなかへの誘致を進めているところであり、平成30年度には雄湊小学校跡地に東京医療保健
大学和歌山看護学部が開校する等、若者の流出抑制・流入促進を図るとともに、持続的なまちなかの賑わい
づくりを目指している。
　郊外においては、駅などを中心とした地域拠点に都市機能を誘導し、便利で魅力的なまちづくりを進めると
ともに地域拠点と中心市街地を道路・公共交通ネットワークで結ぶことで、開発を抑制しつつも市全域におい
てコンパクトで利便性に優れたまちづくりを行う。
　賑わいが持続する中心市街地の形成と利便性の高い地域拠点形成が公共交通等によりネットワーク化され
たコンパクトなまちづくりを推進することにより、若々しく活力のあるまちなかが人口減少に歯止めをかける機
能を最大限に発揮しつつ、社会全体としては持続性と利便性の高いまちの形成を目指す。

R1

基本目標Ⅱ：和歌山市への新しいひとの流れをつくる
【数値目標：5か年累計の社会増減数を転入超過に転じさせる】

2

32,233

実施内容

年間商品販売額（和歌山市内全域）（単位：百万円）

まちなか居住人口（単位：人）

まちなかの空き家・空き店舗を利用したリノベーション
件数（単位：件）

目標値（上段）

　大学誘致を核としたまちなかの継続した賑わい創出に取り組むことで、若者の流出を抑制するとともに、リノ
ベーション等官民が連携したプロジェクトにより回遊性の向上・新規創業の増加を図ることでまちなかエリアの
価値を高め、交流人口の増加・消費の拡大を目指すものである。同時に、郊外においても利便性の高いまち
づくりを進め、交通アクセスを強化することで、市全域において、コンパクトで活気のあるまちを実現する。

（R1主な実施事業）
【民間と連携したデザイン性の高いまちづくり】
　・リノベーションスクールの開催：不動産所有者等に対する遊休不動産の活用方法提案等
【まちなかの利便性・快適性の向上】
　・和歌山公園動物園におけるふれあい体験等の実施
【まちなかの魅力向上】
　・地域連携拠点「和歌山市地域フロンティアセンター」のリニューアルオープン
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３　事業効果（進行管理担当部署評価）

４　行政評価委員会による評価

意見

●本プロジェクトにおける各種事業については一定評価しうるが、プロジェクトが終了した後の事業の「継続
性」について、今後の事業展開や財政面をどうしていくかよく検討していただきたい。

●「効率性」の面では、費用対効果を常に意識しながら成果の数値等を含めたデータを把握していただきた
い。また、各事業に対するフォローアップも併せて取り組んでいただきたい。

●取り組んでいる事業についての「広報」は非常に重要であるので、回覧板やSNSなど駆使し、全世代に対
する幅広いアプローチに努めていただきたい。

●大学との連携を強化し、学生を巻き込むことや、一過性のイベント事業であっても一時的な産業の創出に
つながるしくみを検討する等、事業を「工夫」して進めていくことを意識していただきたい。

●目標数値は評価の上で重要であるため、適切でわかりやすい数値設定をしていただきたい。

評価 B

評価

A:総合戦略のKPI達成に有効であった

B:総合戦略のKPI達成にある程度有効であった

C：総合戦略のKPI達成にあまり有効でなかった

A:総合戦略のKPI達成に有効であった

B:総合戦略のKPI達成にある程度有効であった

C：総合戦略のKPI達成にあまり有効でなかった

D:総合戦略のKPI達成に有効でなかった

評価の根拠

●基本目標Ⅰの「雇用創出数の増加」については、リノベーションによる開業、また水辺空間の活用等まちな
かに民間活力を取り入れ賑わいを創出する取組が進められ、雇用創出に寄与したと考える。
●大学誘致に伴う「コンパクトなまちづくり」を目指し、商店街のリノベーション、都市公園での動物園の活用
に加え、大学生の活動促進、広報活動といったソフト事業を総合的に取り組んだ結果、若い世代をはじめとし
た市民の住みやすさが向上されるとともに、主体的な地域活動の支援を行うことによりまちなかの賑わい創出
につながり、基本目標Ⅳの市民満足度の目標に対しても効果があったと考える。

　以上のことから、総合戦略のKPIの達成に一定程度有効であったと考える。

B

D:総合戦略のKPI達成に有効でなかった
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地方創生推進交付金

プロジェクト 

『国際戦略の推進による産業振興』 
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国際戦略の推進による産業振興

[まち・ひと・しごと創生総合戦略との関連]

基本目標Ⅰ：安定した雇用を創出する　　【数値目標：雇用創出数　５年間で1,800人】

基本目標Ⅱ：和歌山市への新しいひとの流れをつくる　　【数値目標：5か年累計の社会増減数を転入超過に転じさせる】

１　事業概要

２　ＫＰＩ目標及び実績

H29 H30 R1
5,749.0 5,807.7 5,866.9

5769.4 5,705.8 6,095.2

64.8 64.8 64.8

69.5 60.3 集計中

18 19 20

19 24 23

地方創生推進交付金プロジェクト　検証シート

プロジェクトの名称

事業目的

　和歌山市は国際拠点港湾である和歌山下津港を有し、関西国際空港から最も近い県庁所在地であるとい
う、国際戦略を展開していく上での地理的な強みを有している上に、京奈和自動車道の延伸による中部・関
東方面へのアクセス向上、また第二阪和国道の全線開通による関西国際空港・京阪神へのアクセス向上に
より、陸・海・空全てのネットワークにおいて、全国・海外への交通利便性が飛躍的に高まっている。中部・関
東方面や関西国際空港・京阪神がこれまで以上に近くなることから、観光や産業面で国際的な視野を持った
新たな戦略を展開することで、海外を中心とした域外のマーケットを相手に移輸出を強化し、更なる経済活動
の広域化を図るなど、持続的に本市の経済成長を促進する絶好の機会を迎えている。
　この強み・好機を生かし、国際競争力のある商品・技術の開発や人材育成など海外展開を見据えた地場産
業の振興を図るとともに、域外の市場を相手にした移輸出を促進することで、地域での所得向上や雇用創出
につなげ、地域経済の好循環を生み出し地域を再生する。

実施年度 R1 事業費（千円）
49,883,267円

（うち交付金充当24,941,633円）

実施内容

　産業基盤の強化支援・都市間交流の推進・産業の海外展開支援に一体的に取り組み、農林水産分野・商
工業分野・観光分野などの産業分野の垣根を越えた海外展開を進めることで、地域産業の振興および経済
の活性化を図る。また、姉妹都市等との交流を経済交流に発展させるとともに、和歌山市版DMOが地域商社
の役割を担い、市内事業者の海外展開を支援する。

（R1主な実施事業）
【産業基盤の強化支援】
　・わかやま就職応援プロジェクト事業：市内企業の合同企業説明会、インターンシップ等の実施
【産業の海外展開支援】
　・ビジネスチャンス創出支援事業：市内企業の海外、県外へのPR活動等に対する補助

ＫＰＩ
基準値
（H28）

目標値（上段）
実績値（下段）

製造業の粗付加価値額（単位：億円） 5,691

農業産出額（単位：億円） 67.4

姉妹・友好都市及び諸外国との都市間交流事業件数
（単位：件）

17
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３　事業効果（進行管理担当部署評価）

４　行政評価委員会による評価

意見

●費用対効果の面にも配慮しながら一定の成果を収めている。プロジェクトの内容としては海外への販路開
拓以外にも市内での産業振興の面で企業のマッチングなど幅広く取り組んでいるが、国際戦略のためのプロ
ジェクトである以上、各事業について国際戦略との筋道をよく整理していただきたい。

●アンケート調査等データの把握は重要であるので引き続き継続していただきたい。また、単発的な支援に
ついても継承性について課題であると考えられる。加えて、工業団地立地の誘引など、次の段階に進んだ取
り組みについても検討いただきたい。

●国際戦略の推進は地方都市が行う中で重要な役割を果たしており、国内の人口が減っているなか海外へ
の販路開拓は重要である。姉妹都市をはじめさまざまな地域へアンテナを張って取り組んでいただきたい。

評価

A:総合戦略のKPI達成に有効であった

B:総合戦略のKPI達成にある程度有効であった

C：総合戦略のKPI達成にあまり有効でなかった

D:総合戦略のKPI達成に有効でなかった

A

評価の根拠

●基本目標Ⅰの「雇用創出数の増加」については、市内企業の海外展開支援やビジネスマッチング促進に
より、事業の拡大、雇用創出に寄与したと考える。実際に、市内企業と新規取引先の商談や新商品開発が実
現されており、今後の取引拡大のきっかけとなる等、一定の効果があると考えられる。
●基本目標Ⅱの転入超過を目指す目標に対しては、市内企業と大都市圏の学生とのマッチング面談が行わ
れており、この中から和歌山市内へ就職する者が出てくることが期待できる。
　以上のことから、総合戦略のKPIの達成に一定程度有効であったと考える。
　また、Ｒ１年度が計画最終年度であったが、これらの事業については、今後も継続的に取り組むことで効果
が出てくるものであるため、R２年度以降も事業を継続し、地域産業の強化を推進していくことで更なる雇用創
出につなげていく。

評価

A:総合戦略のKPI達成に有効であった

B:総合戦略のKPI達成にある程度有効であった

C：総合戦略のKPI達成にあまり有効でなかった

D:総合戦略のKPI達成に有効でなかった

B
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地方創生推進交付金

プロジェクト 

『加太・和歌の浦の活性化による 

移住促進プロジェクト』 
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加太・和歌の浦の活性化による移住促進プロジェクト

[まち・ひと・しごと創生総合戦略との関連]

基本目標Ⅰ：安定した雇用を創出する　　【数値目標：雇用創出数　５年間で1,800人】

１　事業概要

２　ＫＰＩ目標及び実績

H30 R1 R2 R3 R4
219 231 251 274 303

194 199

0 2 6 12 24

2 2

3,982 4,032 4,122 4,212 4,262

3,972 4,328

153 158 168 183 203

137 134
和歌の浦エリア漁業従事者数（単位：人） 151

加太・和歌の浦エリアへの転入者数（単位：人） 214

加太・和歌の浦エリアにおける空き家・空き店舗の活用
件数（単位：件）

0

加太・和歌の浦エリアへの観光客数（単位：千人） 3,962

実施内容

　加太観光協会や漁協、自治会など地域の主要なメンバーで構成された加太まちづくり会社や和歌の浦に
おける歴史的風致維持向上支援法人など地域団体が主体となり、民間事業者や地域住民との合意形成を図
りながら、漁業などの伝統的な産業の高付加価値化や修験道の修行場や砲台跡が残る友ヶ島やアマルフィ
の風景を彷彿とさせるほど景観的な魅力が高い雑賀崎への更なる誘客の促進など、自然・歴史・文化などの
地域資源を活用した地域における稼ぐ力を高めるとともに、観光施策と融和した地域体験や情報発信などの
施策を展開することで、スポーツ合宿や観光などを通じた交流人口や文化保存や漁業振興などを通じた関
係人口を増加させ移住・二拠点居住の機会を創出し、また域内消費の拡大や域内の良好な経済循環を実現
する。

（R1主な事業）
【和歌の浦エリアの活性化】
・和歌祭の開催：2022年に400年を迎える和歌の浦の伝統行事である和歌祭の機運醸成
【移住定住に向けたプロモーション】
・移住定住施策事業スキームの形成
【加太エリアの活性化】
・東京大学と連携した地域活性化事業：シンポジウムの開催等
・友ヶ島の整備

ＫＰＩ
基準値
（H29）

目標値（上段）
実績値（下段）

地方創生推進交付金プロジェクト　検証シート

プロジェクトの名称

事業目的

①友ヶ島など観光客誘客に大きな成果がでている市北西部に位置する加太エリアにおいては、古い街並み
を活用したまちづくりや週末を利用した二地域居住を含めた移住・定住の推進を図る。本エリアは豊かな自
然に加え、大型テニスコートや人気の高いサーフィンスポットがある海水浴場などスポーツ環境が整っており、
スポーツ関係者をターゲットに、合宿誘致や大会誘致などによる交流人口の増加を図り、スポーツの拠点とし
てのまちづくりに取り組むことにより、観光やスポーツを契機に訪れた人から、二地域居住を含む移住・定住
地として選ばれるエリアとなることをめざす。
②2017年に文化庁より「絶景の宝庫和歌の浦」として日本遺産の認定を受けるなど、風光明媚な景観や歴史
的な祭り・芸能など文化活動が盛んである市南西部の和歌の浦エリアにおいては、芸能・歴史を生かしたま
ちづくりによる交流人口の増加を図るとともに、地域に根差した産業である漁業について、観光施策と融合し
た取組を展開し、長期滞在型の観光エリアをめざすことで、域内消費の増大を実現する。

実施年度 R1 事業費（千円）
78,283,850円

（うち交付金充当38,937,550円）

基本目標Ⅳ：時代に合った地域をつくり、安心な暮らしを守る
【数値目標：和歌山市が住みやすいまちだと感じる市民の割合を高める　73.9％（平成26年度）→80％（令和元年度）】

基本目標Ⅱ：和歌山市への新しいひとの流れをつくる
【数値目標：5か年累計の社会増減数を転入超過に転じさせる】
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３　事業効果（進行管理担当部署評価）

４　行政評価委員会による評価

B:総合戦略のKPI達成にある程度有効であった

C：総合戦略のKPI達成にあまり有効でなかった

D:総合戦略のKPI達成に有効でなかった

意見

●加太・和歌の浦における各種事業に取り組まれており、個別の事業は一定評価できるものもあるが、事業
間の関連性が乏しく、その達成度も十分とは言えないことからC評価とした。取り組み全体に統一感を出すた
め、樹形図にして分かりやすく表現する等の工夫が必要である。また、都市計画上との整合性を再確認し、地
域で行っている各施策を市全体の計画であればどこに位置付けられるのか明確にし計画を立てていただき
たい。

●PDCAを回すためにも地元や委託業者と「報告・連絡・相談」を密に関係をとり、加太・和歌の浦の活性化に
一層取り組んでいただきたい。

●各事業における経費内訳の情報が少なく、成果が不明瞭である。主だった費用を明記し、それぞれの費用
対効果を意識しながら進めていただきたい。

●当該交付金を活用しなくなった後も、事業・取組みが継承できる組織や仕組みづくりを検討するなど、「自
立性」の観点からも今後の進め方を確認していただきたい。

●市で取り組んでいるSDGｓ未来都市計画の内容を中心に据え、交付金プロジェクトとも連携して進めていた
だきたい。

評価

評価の根拠

A:総合戦略のKPI達成に有効であった

B:総合戦略のKPI達成にある程度有効であった

C：総合戦略のKPI達成にあまり有効でなかった

D:総合戦略のKPI達成に有効でなかった

B

●基本目標Ⅰの雇用創出数の増加については、友ヶ島や和歌の浦での地域資源を生かした観光振興によ
り、雇用創出に繋がったと考える。
●基本目標Ⅱの転入超過を目指す目標については、移住定住に向けたプロモーションにより転入増加に資
する事業を実施し、一定の効果があったと考える。
●基本目標Ⅳの「住みやすいまち」を目指す目標については、産官学民連携により地域社会の持続・活性化
に取り組んだことにより、市民満足度の向上に一定の効果があったと考える。
　以上のことから、総合戦略のKPIの達成に一定程度有効であったと考える。

評価

A:総合戦略のKPI達成に有効であった

C
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地 方 創 生 推 進 交 付 金

プロジェクト 

『和歌山城の魅力を生かした 

まちの活性化プロジェクト』 

117



和歌山城の魅力を生かしたまちの活性化プロジェクト

[まち・ひと・しごと創生総合戦略との関連]

基本目標Ⅰ：安定した雇用を創出する　　【数値目標：雇用創出数　５年間で1,800人】

１　事業概要

２　ＫＰＩ目標及び実績

H30 R1 R2
240,826 317,924 414,901

197,393 205,191

240,826 266,873 310,631

222,326 209,866

31,193 31,293 31,413

31,421 31,135

3 4 5

3 3

和歌山城内での消費額（単位：千円） 200,602

和歌山城天守閣利用者数（単位：人） 218,932

和歌山城内のオープンスペース整備個所数（単位：箇
所）

0

まちなか居住人口（単位：人） 31,913

実施内容

　現在取り組んでいるまちなかでの公共施設の再編や官民が連携した取組などの各事業と一体となって、上
記の和歌山城の魅力向上及び城周辺のエリア価値向上に取り組み、消費を促す仕組みを構築することで、
市内外から人を集め、消費を拡大させるとともに、本市のまちなかに魅力的な店舗や人を集約させ、交流人
口の増加及びまちなか居住人口の減少に歯止めをかけ、賑わいが持続するエリアをめざす。

（R1主な実施事業）
【貴重な歴史資源を活用した和歌山城の魅力向上】
・和歌山城おもてなし充実事業：和歌山公園内でに忍者姿のスタッフによる観光案内等
・展覧会開催事業：市立博物館で特別展覧会を実施
・紀州おどりの実施：和歌山城内の道路空間を歩行者天国に変えた祭りを実施

ＫＰＩ
基準値
（H29）

目標値（上段）
実績値（下段）

地方創生推進交付金プロジェクト　検証シート

プロジェクトの名称

事業目的

　和歌山城は、平成30年で天守閣再建60周年の節目を迎え、まちなか活性化の動きが顕著となっているこの
契機を生かし、貴重な歴史資源を生かしたさらなる魅力向上に取り組み賑わいを創出する。この取組と城周
辺の公園整備など城下町としての雰囲気を創出しエリア価値を向上させる取組と一体となって、城内のまち
なか最大のオープンスペースの機能を最大限高めていくことで、市内外から人を集め、現在取り組んでいるま
ちなかエリアの各事業との双方向の導線を構築し、エリア全体の回遊性を高めるとともに、滞在時間の延長と
消費を促すことができる仕組みを構築することで、まちの活性化を実現する。

実施年度 R1 事業費（千円）
56,602,693円

（うち交付金充当27,835,519円）

基本目標Ⅳ：時代に合った地域をつくり、安心な暮らしを守る
【数値目標：和歌山市が住みやすいまちだと感じる市民の割合を高める　73.9％（平成26年度）→80％（令和元年度）】

基本目標Ⅱ：和歌山市への新しいひとの流れをつくる
【数値目標：5か年累計の社会増減数を転入超過に転じさせる】
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３　事業効果（進行管理担当部署評価）

４　行政評価委員会による評価

C：総合戦略のKPI達成にあまり有効でなかった

D:総合戦略のKPI達成に有効でなかった

意見

●和歌山城はシンボルとしても立地でも市内の中心にあるものである。立ち位置を意識した上で城周辺のエ
リアをある程度設定し、城周辺でどういった事業を展開していく必要があるのかよく整理しながら取り組んでい
ただきたい。

●今後の事業の進め方について、和歌山城全体を総括して管理する仕組みを考慮し、予算の削減と市民
サービスの向上を図るため、指定管理者や観光協会等、民間とうまく連携しながら計画全体の動きを把握し
検討する必要がある。

●市内外からの集客につなげるため、大きなイベント開催時に、来場者が市内外どちらから来ているかの割
合等がわかるデータを取ることは非常に重要である。データのとり方、内容について検討するとともに、データ
の検証結果を今後の事業の進め方に反映していただきたい。

●各種事業について工夫を凝らし、一定の成果が出ているが、更なる城内の消費額の拡大に向け、一人当
たりの消費額の増加を把握しながら事業を進めていただきたい。

評価

A:総合戦略のKPI達成に有効であった

B:総合戦略のKPI達成にある程度有効であった

C：総合戦略のKPI達成にあまり有効でなかった

D:総合戦略のKPI達成に有効でなかった

B

評価の根拠

●基本目標Ⅰの「雇用創出数の増加」については、和歌山城での消費拡大を促す取組みにより地域経済の
活性化に寄与し、雇用創出に繋がったと考えるが、和歌山城内での消費額が目標値未達となっており、より
効果的な施策を推進する必要がある。
●基本目標Ⅳの「住みやすいまち」を目指す目標については、地域の歴史資源について知る機会を創出し、
文化・芸術に親しめる環境づくりを推進することで、市民満足度の向上に一定の効果があると考えられる。
　以上のことから、総合戦略のKPIの達成に一定程度有効であったと考える。

評価

A:総合戦略のKPI達成に有効であった

B:総合戦略のKPI達成にある程度有効であった

B
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１ 外部評価の概要

和歌山市では、学識経験者、企業経営者及び公募市民等で構成される和歌山市行政評
価委員会による外部評価に取り組んでおり、それぞれの専門性を生かした評価をするこ
とで、効率的・効果的な行政運営の推進に取り組んでいます。

１ 外部評価の目的

（１）成果や必要性を考慮した、より効率的・効果的な行政運営の推進
（２）コスト意識の醸成等、職員の意識改革
（３）市民の皆様への説明責任の向上

２ 評価の基本的な考え方

行政が実施する活動の下図のようなマネジメントサイクル（ＰＬＡＮ-ＤＯ-ＣＨＥＣ
Ｋ-ＡＣＴＩＯＮ）を利用し、事業実施による活動内容と成果、取り巻く社会状況など
を総合的に踏まえて評価を行い、その結果を今後の施策（事業の目的）や事業の改善に
反映させ、よりよい行政サービスを行っていこうとするものです。

計画（Ｐｌａｎ）

新たな計画、目標の設定

実行（Ｄｏ）

計画にしたがって実行する

評価（Ｃｈｅｃｋ）

計画の達成度合いを評価し、成功要
因や失敗要因を分析する

改善（Ａｃｔｉｏｎ）

計画を継続するか、内容を変更するか
について決定する

３ 評価対象施策
「第５次和歌山市長期総合計画」（和歌山市の将来都市像を掲げたもの）の全５３施

策のうち、本年度の行政評価対象である１６施策（※）から、各施策に設定されている
『まちづくり指標』の進捗状況を踏まえ、和歌山市行政評価委員会において、６施策を
選定しています。

（※）令和２年度から令和４年度までの３年間で全施策の評価を実施（市管理部門によ
る評価を含む）するよう、年度ごとに対象とする施策の割振りを行っています。
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４ 評価の視点・・・外部評価は、以下の視点で評価されます。

（１）達成度評価

①市民満足度
・市民にとって、その施策の重要度および満足度はどうか。
・市民が考える重要度と満足度との間に差がないか。その要因は何が考えられるか。

②目標達成度
・施策の成果指標は目標を達成しているか、実績値は伸びているか。
・目標を達成していなければ何が問題か、その改善策は何か。

（２）役割分担の妥当性
・行政が直接実施しなければいけないサービスならばその理由は何か。
・市民等との協働を促進させることによってどのような効果を期待するのか。

（３）事業構成の適正性
・施策と事務事業との結びつきは妥当か。
・事務事業は施策の成果実現に貢献しているか。
・施策の推進に対する貢献度や優先度の低い事業はないか。
・より効果の高い新規事業への見直しは必要ないか。

（４）今後の方向性
・めざす１０年後の姿や取組方針で示した状況にどれだけ近づいているか。
・成果、課題とその要因は何か。
・翌年度に残る課題をどのように解消していくのか。

５ 評価区分（評価の方向性）・・・次の４つに分類されます。

Ａ：順調に進んでいる
Ｂ：進んでいるが改善が必要
Ｃ：あまり進んでいない
Ｄ：進んでいない

６ 地方創生関連交付金プロジェクトの対象及び評価
本市では、地方創生の推進に向けて、和歌山市まち・ひと・しごと創生総合戦略を

策定し、国の支援策である地方創生関連交付金を活用するなど取組を進めています。
今回評価対象となっているのは、「地方創生推進交付金」を活用した５つのプロ
ジェクトで、その評価区分は次のとおりです。

Ａ：総合戦略のＫＰＩ達成に有効であった
Ｂ：総合戦略のＫＰＩ達成にある程度有効であった
Ｃ：総合戦略のＫＰＩ達成にあまり有効でなかった
Ｄ：総合戦略のＫＰＩ達成に有効でなかった
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２ 外部評価の流れ

３ 和歌山市行政評価委員会活動状況

開 催 日 事 項 内 容

令和２年６月１日 第１回委員会

・今年度のスケジュール確認
・長期総合計画（以下「長計」という）の施策評価実施方
法の確認
・長計の施策評価シート様式の確認
・長計の評価対象施策の選定方法の確認
・地方創生関連交付金プロジェクト（以下「プロジェク
ト」という）の評価実施の確認

令和２年７月３日 第２回委員会
・長計の評価対象施策の選定
・長計のヒアリングの実施方法の確認
・プロジェクトの評価実施方法の確認

令和２年８月１２日 第３回委員会
・長計のヒアリング当日の進行確認
・長計の評価シート等の確認

令和２年８月２４日
令和２年８月２８日
令和２年９月 １日
令和２年９月 ４日

外部評価
長計施策及びプロジェクトの外部評価ヒアリングの実施
（６施策・５プロジェクト）

令和２年10月 ５日 第４回委員会 令和２年度意見書案の内容確認

施策説明

質疑応答

論点整理

評価

【１０分】主となる担当部長による施策概要の説明
（施策目的、内容及び所管部評価の根拠等を説明）

【５０分】評価委員と担当部長、担当課職員による質疑応答

【２０分】各委員が評価した結果に基づく委員長の総括

【１０分】施策説明、質疑の内容を踏まえ、委員長による論点の整理
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４ 和歌山市行政評価委員会委員名簿

氏名（敬称略） 所 属 等

委員長 足立 基浩 和歌山大学副学長（経済学部 教授）

副委員長 小山 正人 公益社団法人 和歌山県労働者福祉協議会 常務理事

委員

池田 信義 公募市民

上野 美咲 和歌山大学経済学部 講師

浦田 ひろみ 公募市民

岡田 亜紀 菱岡工業株式会社 代表取締役

奥 智香子 近畿税理士会 税理士

下村 泰彦 大阪府立大学大学院人間社会システム科学研究科 教授

中村 達也 一般社団法人 和歌山県中小企業診断協会 会長
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令和２年１０月 
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